
月 日

局 番

〒

局 番

(定款等に記載しているもの)

務  署 名

人 人

１．

２．

１．　この申告書は、法人(法人でない社団または財団で代表者または管理人の定めのあるものを含む。)を設立し、

　または事務所等を設けた場合に(設立または開設した日から２ヶ月以内）使用してください。

２．　備考欄には、合併により設立した場合の被合併法人の名称所在地等その他参考となる事項を記載してください。

３．　守口市分の従業者欄には、守口市の事務所等に勤務すべき者で、当該法人から給与等の支払を受ける従業者の

　合計数を記載してください。

法人等設立(開設)申告書

管 理
番 号 決

算
月法 人

番 号
受 付 印

フリガナ（カナ文字）

守　口　市　長　殿
この申告書に応答す

る係または、担当税

本 店 所 在 地
〒

フリガナ（カナ文字）

年 法　　人 　名

代
表
者

住　  　所
〒

氏　　  名 ㊞

理士会計士等氏名

新たに

法 人 設 立
年 月

事 業 年 度
月　　日から月　　日から

月　　日まで 月　　日まで

(注)

告 を す る 税

従 業 者 名
総
　
数

資 本 ま た は

出 資 の 金 額

法 人 税 の 申

税務署
守
口
市
分

備
　
　
考

添
付
書
類

定 款

登 記 簿 謄 本

法人税の申告期限の延長
の処分の有無

 　有　　(　　ヵ月)

 　無

有   ・   無
守口市以外で事業を行な
う事務所等

事 業 の

年 月 日

目 的

円

開 設 年 月 日

申告します。
法 人 を 設 立 し た の で

事務所等を設けたので

同 上 の 名 称

電 話 番 号

日
年 月 日

守口市内におけ
る主たる事務所
等の所在地



問合せ先　市役所課税課　℡6992-1458（ダイヤルイン）

月 日

△□　太郎　　　　　　　　　　　　　　　　　

局 番

〒　５７０－○○△△

守口市京阪本通○―○―○

守 口 本 社

局 番

(定款等に記載しているもの)

務    署 名

人 人

１．

２．

１．　この申告書は、法人(法人でない社団または財団で代表者または管理人の定めのあるものを含む。)を設立し、

　または事務所等を設けた場合に(設立または開設した日から２ヶ月以内）使用してください。

２．　備考欄には、合併により設立した場合の被合併法人の名称所在地等その他参考となる事項を記載してください。

３．　守口市分の従業者欄には、守口市の事務所等に勤務すべき者で、当該法人から給与等の支払を受ける従業者の

　合計数を記載してください。

守　口　市　長　殿
この申告書に応答す

る係または、担当税

△
□

理士会計士等氏名

フリガナ（カナ文字） カブシキガイシャ　○○○組

代
表
者

住　  　所
〒　５７０－△△○○

守口市○○町○丁目○番地

氏　　  名

受 付 印
フリガナ（カナ文字） モリグチシケイハンホンドオリ○―○―○

3

本 店 所 在 地
〒　５７０－○○△△

守口市京阪本通○―○―○

法人等設立(開設)申告書

管 理
番 号 決

算
月法 人

番 号

令和 年 法　 　人 　　名 株式会社　○○○組○○ 5 25

新たに
法 人 を 設 立 し た の で

申告します。
事務所等を設けたので

年 月 日

守口市内におけ
る主たる事務所
等の所在地

同 上 の 名 称

電 話 番 号

法 人 設 立
年 月 日1

○○ 5 1

令和

開 設 年 月 日 令和 年 月 日

告 を す る 税

税務署  　無

従 業 者 名
総
　
数

守
口
市
分

守口市以外で事業を行な
う事務所等

有   ・   無

門真

法 人 税 の 申
法人税の申告期限の延長
の処分の有無

110 42

記載例

○○○○○○○○０６　－

 　有　　( １ ヵ月)

資 本 ま た は
円

目 的

出 資 の 金 額
20,000,000

事 業 年 度
事 業 の

４ 月 １ 日から

３ 月３１日まで

○○ 4

備
　
　
考

添
付
書
類

定 款

登 記 簿 謄 本

(注)

○○○○０６－○○○○

サービス

月　　日から

月　　日まで

守口市分の従

業者欄には、

守口市の事務

所等に勤務す

べき者で、当

該法人から給

与等の支払を

受ける従業者

の合計数を記

載してください。

備考欄には、

合併により設

立した場合の

被合併法人の

名称所在地等

その他参考と

なる事項を記

載してください。


